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デメリット： 

⚫ 周知度に関する証拠の収集は難しい。 

⚫ 費用がかさむ。 

 

第3節 並行輸入 

1.並行輸入に関する概要と処理現状 

 「並行輸入」（Parallel Imports）とは、通常、輸入業者が関連する知的財産権者による許諾を得ず

に、権利者がその他の国や地域で販売し、又は権利者がその販売に同意している製品を、知的財産権

者又は独占許諾者所在の国若しくは地域へ輸入することを指している。 

 

 並行輸入の特徴 

⚫ 輸入された商品は特定の知的財産権と関係がある。 

⚫ 輸入国における当該知的財産権の権利者と輸出国における当該知的財産権の権利者が同一であ

る。 

⚫ 輸入された商品は、合法的な由来がある。輸出国で、権利者又は被許諾者から合法的に取得し

た製品である。つまり、真正品である。 

⚫ 輸入された商品は安い価格で、輸入国における同一知的財産権商品と競合する。 

⚫ 製品の輸入について、権利者からの許諾を得ていない。 

 

 並行輸入の処理現状 

 知的財産権の種類によって、係わる製品の並行輸入に対する処理も異なっている。 

 

2.専利製品の並行輸入 

2009年10月1日から施行された中国専利法（2008年改正）の権利の消尽の対象を定める規定におい

専利権 専利権侵害とならず、自由に使用・販売されている。 

商標権 法律規定が不明確で、状況によって、処理が違う。 

著作権 法律規定が不明確で、状況によって、処理が違う。 
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て、「輸入」が新たに加えられた。国際消尽論に関する当該規定によって、専利製品の並行輸入は、中

国において専利権侵害とならないことが法律上明確に認められることになった。 

つまり、専利権者又はその許諾を得た者が、海外において販売した専利製品については、誰でもそ

れを購入して中国へ輸入することができる。かつ、輸入者又は第三者がこの輸入した製品を中国で販

売・販売の申し出・使用することは専利権の侵害とはならない。 

 

 

3.商標権に関する並行輸入 

前述のとおり、現行の専利法において、専利製品の並行輸入は条文上認可されているが、商標法及び関

連法規においては、並行輸入に関する規定が一切なく、商標の並行輸入に対しては、以下のように 2 つの

異なった意見が存在している。 

 

専利法 

第 75 条 

次の各号の一つに該当するときは、専利権の侵害とみなさない。 

① 専利権者又はその許諾を得た機関又は組織又は個人が、専利製品又は専利方法に

より直接得た製品を販売した後に、当該製品の使用、販売の申し出、販売、輸入を行

う場合。 

商標権侵害

となる 

理由 

① 知的財産権の地域性に鑑み、知的財産権は一定の地域において、有効でかつ合法

的に存続している。商標権の地域性に鑑み、各国の法律により生じた商標権は、独

立して存在しているもので、一国での権利消尽は、その他の国でも消尽になるとは限

らない。 

② 輸入者が、商標権者の許諾を得ずに、同一の商品を輸入・販売することは、商標

権者の宣伝成果を無償で利用したことになり、商標権者の利益を損害している。そ

のため、並行輸入を認めれば、商標権者にとって、不公平となる。しかも、現有の

商品市場の秩序を破壊する可能性もある。商標権者の宣伝成果と現有の市場秩序を

守るため、並行輸入を禁止すべきである。 
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上記のように、商標の並行輸入に関する明確な法律規定がないため、司法実務においても、その侵害

該当性についての明確な判断がなされた例はない。商標権に関する並行輸入事件において、裁判所は、

並行輸入行為そのものの侵害該当性に関して判断することを避け、事件の実情に応じて、現有の法律条

項、法理、立法主旨に基づき、ケースバイ・ケースで商標権侵害となるかどうか、又は不正競争になる

かどうかを分析している。商標の信用を損害し、又は消費者を誤認される行為があれば、商標権侵害又

は不正競争になると判断する傾向が高くなっている。下記の実例をご参照ください。 

 

◆ 関係判例 

※ 判例 1：A1 社は B 氏を訴えた商標権侵害訴訟事件 

◼ 基本情報： 

一審： （2015）杭余知初字第 416 号 

一審裁判所：浙江省杭州市余杭区裁判所 

一審結審日：2015 年 11 月 10 日 

 

◼ 経緯： 

A 社は商標「AAA」、「BBB」、「CCC」などの商標の権利者であり、A1 社に上述登録商標の使用及び中国

にての権利保護を許諾した。A1 社は B 氏がその許諾を得ず、A 社の製造したキャンディーを係争商標

が付く 3種類の包装箱に仕分け、そのオフラインの販売店舗及びタオバオプラットフォームに開設した

商標権侵害

とならない 

理由 

① 知的財産権の権利消尽原則に基づき、知的財産権利製品を一度販売すれば、その

知的財産権が消尽される。商標権についても、商品が商標権者の許可を得て流通分

野に入った後には、商標権者は他人が合法的に取得した商品に対する処分を禁止す

る権利を有しない。すなわち、商標権者の当該商品に対する権利はすでに消尽した

とされるべきである。よって、輸入・販売された正規品に対し、商標権者又は被許

諾者は、権利行使することができない。 

② 並行輸入は、消費者に安い価格で高品質の製品を提供でき、消費者にとって有利

である。中国の経済現状によれば、自由貿易を奨励するため、商標の並行輸入に対

し、厳しい政策をとることは、適当ではない。 
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店舗に販売した行為は、商標権侵害に該当すると主張し、裁判所に提訴した。 

B 氏は、その販売したのは A社のキャンディー製品であり、仕分けの包装の材料、大きさは元の包装

と一定の違いがあるが、A 社の商標を残り、消費者に当該製品は A 社の製品であることを表明し、商標

を弱化させることがないと答弁した。 

裁判所は、B 氏が仕分け、販売した 3種類係争製品とも A社の製品であるが、その使用した 3種類の

包装にも係争商標と同一又は類似する標章を付けており、関連公衆の視点から見れば、商品混同の直接

的な結果になっていないが、商品の外包装は商品を保護する基本的な役割以外、商品の美化、商品の宣

伝、商品価値の向上等の重要な役割を果たしている。B 氏は A社の許諾を得ずにその商品を異なる包装

箱に仕分け、かつこれらの包装箱は A社が包装箱に対する要求と明らかな差異を有するため、B 氏の行

為は、係争商標の指向した商品の名誉を低下させ、係争商標に凝らした企業名誉の役割に損害をもたら

したため、商標権侵害に該当すると判断した。 

 

◼ コメント 

当該事件において、商標権者である A 社は、被告である B氏が、許諾を得ずに正規品を係争商標が付

された 3種類の包装箱に仕分け、販売した行為が商標権侵害に該当するとして、関係製品の輸入販売者

である B 氏を訴えた。裁判所は、B 氏が A 社の商品に A 社商標と同一又は類似する標章が付された包

装箱に仕分け、その使用した包装箱が A社の要求と明らかに相違しているため、その行為は、A 社の商

品の名誉を低下させ、係争商標に凝らした企業名誉の役割に損害をもたらすため、商標権侵害に該当す

ると判断した。当該事件では、裁判所は、正規品に新たに包装し、権利者商標と同一、類似する標章を

付加してから販売した行為に対して、直接的に混同の結果にならなくても、商標の品質保証、企業名誉

の低下などの可能性があるため、商標権侵害に該当すると判断した。 

 

※ 判例 2：C 社は D 社を訴えた商標権侵害及び不正競争訴訟事件 

◼ 基本情報： 

事件番号：不明 

一審裁判所：広東省広州市南沙区基礎裁判所 

二審裁判所：広州知的財産裁判所 

二審結審日：2020 年 5 月 12 日 

一審結審日：不明 
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◼ 経緯： 

ドイツ C+社は登録商標 AAA の権利者であり、独占ライセンス契約の方法で、C 社に中国大陸にて関

連製品の販売業務を許可した。C 社は 2018 年 4 月に、D 社はシンガポールからドイツ C+社の製品を

輸入し、中国にて販売していることを発見し、その行為は商標権侵害及び不正競争に該当すると主張し、

一審裁判所に提訴した。一審裁判所は商標権侵害及び不正競争に該当しないとの判決を言い渡した。C

社は一審判決を不服として、二審裁判所へ上訴した。 

二審裁判所は、係争商品が商標権者から由来した正規品であり、D 社は元の商標を毀損、遮断のよう

な行為をしておらず、製品の品質及び包装を変更していないので、商標権侵害に該当しないと判断した。

それとともに D 社はコストを削減し、ビジネス利益を追求するため、価格の低い製品を仕入れた行為

は、不正競争の法律上に禁止される行為に該当せず、その行為の経過には、誠実信用原則と公認された

ビジネス道徳に違反せず、不正競争にも該当しないと判断し、C 社の上訴上の請求を棄却し、一審判決

を維持した。 

 

◼ コメント： 

当該事件において、権利者は、商標権侵害、不正競争を構成するという理由で、並行輸入業者を訴え

た。裁判所は、係争商品は合法的由来があり、原告は被告の行為がその実質的な損害をもたらす証拠も

提出していないため、商標権侵害及び不正競争に該当しないと判断した。 

 当該事件において、裁判所は、並行輸入行為は、商標の基本的機能及び消費者の利益に損害をもたら

すものではなく、市場経済の基本的な秩序を乱すものでもないため、商標権侵害行為に該当するもので

はないと判断した。同時に、裁判所は、権利消尽原則を直接的に判決の理由として論述すべきではなく、

具体的な事実に基づき、係争商標に損害を与えるか否かを判断するべきであると指摘した。 

 

 

※ 判例 3：E 社は F 社を訴えた商標権侵害訴訟事件 

◼ 基本情報： 

一審：（2016）沪 0115 民初 27968 号 二審：（2017）沪 73 民終 23 号一審裁判所：上海市浦東新区裁

判所 二審裁判所：上海知的財産裁判所 

一審結審日：2016 年 11 月 10 日 
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二審結審日：2017 年 7 月 28 日 

 

◼ 経緯： 

E 社は登録商標「XYZ」の商標権者であり、主に製品包装のデザイン及び製品の宣伝に関連する材料

等を提供する。製品の製造、販売は、E 社から G 社に授権して行っている。上海Ｈ社が E 社の授権を

受け、「XYZ」製品を購入し、中国に輸入し、デパート等を通じて販売している。2015 年、F 社はフラ

ンスの「XYZ」製品の正規代理店から、「XYZ」製品を購入し、オフラインの店舗にて「XYZ」製品を販

売している。当該店舗で販売した財布製品の包装、シール、財布の内側及びレシートには、いずれも「XYZ」

標章がある。また、当該店舗より提供したショッピング袋には、「XYZ」を含む標章、F 社の会社名称及

び連絡先等が印刷されている。それに、当該店舗の看板、店舗の外側の壁及び店舗外の看板にも「XYZ」

標章がある。当該ショッピングモールの地図には、当該店舗の名称は「XYZ」である。 

E 社は F 社がその店舗の看板に「XYZ」を使用した行為は、関連公衆に当該店舗は E 社の直営店、代

理店等又は何等かの関係があると誤認させ、商標権侵害及び不正競争に該当すると主張し、裁判所に提

訴した。一審裁判所は F 社の行為は商標権侵害及び不正競争に該当しないと認定し、E 社の全ての訴訟

上の請求を棄却した。E 社は一審判決を不服として、二審裁判所に上訴した。 

二審裁判所は、F 社が係争看板に単独に「XYZ」標章を使用したことは、善意目的の合理的使用に該

当しないと認定し、F 社の上記行為は、商標権侵害及び不正競争に該当すると判定した。 

 

◼ コメント： 

当該事件おいて、権利者は、商標権侵害及び不正競争の理由で、輸入品の販売者を訴えた。被告の F

社は、確かに E 社の正規代理店から製品を輸入し、販売しているが、その店舗の看板に「XYZ」を使用

した行為は、係争店舗の経営者が E 社である、又は当該店舗が E 社と何等かの関係を有するものであ

ると関連公衆に誤認を生じさせるものであり、善意の使用には該当せず、商標権侵害及び不正競争に該

当すると判断された。 

 

 商標の並行輸入まとめ 

これまでに述べてきたように、商標の並行輸入については、法律規定が不明確であるため、正当な税関

手続きを経て、並行輸入された製品に対して権利行使をすることは難しくなっている。 
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実務上、個別事案に応じた判断がなされるため、並行輸入行為の侵害該当性については予測がしに

くいところがあるが、理論上、下記の状況下においては、商標権侵害又は不正競争を構成するとされ

ている。 

⚫ 並行輸入した商品に対して新たな包装、標識、広告方式などを通じて不適切な変更を加えたこと

により、商品本来の状態が損なわれた場合、又は、商標権者の商標信用に損害をもたらした場合 

⚫ 商標権者が、他の国における商標権の譲受者又は受諾者との間で関連協議書を締結することによ

り、商品の輸出地域を明確に限定している場合、又は、当該商標付き商品の並行輸入を明確に禁

止している場合 

⚫ 並行輸入商品と、輸入国内の同一ブランドの商品とを比較した場合に、成分、品質、保証、味又

はアフターサービス等において実質的な差異を有するにも関わらず、消費者が容易に識別できる

顕著な方式による表示をしていない場合 

⚫ 商品に係る通常のアフターサービス及び保証を有していない場合 

 

4.著作物の並行輸入 

中国の著作権法及び関連法規には、並行輸入に関する規定が一切ない。また、実務においても、著作

物の並行輸入に関する典型的な訴訟事件が発生していないので、著作権の並行輸入に関する中国の裁判

所の観点もはっきりしないのが現状である。しかも、並行輸入に関する学界の研究も、主に、専利分野

と商標分野に集約されているので、著作物の並行輸入について、権威的な意見も形成されていない。著

作物の並行輸入についても、以下のとおり、禁止と許可の 2 つの異なる意見が存在しているので、ご参

考までに紹介する。 

禁止 著作権は、地域性を有していない。しかも、「著作権法」第 24 条によれば、著作物

の使用権には、専有使用権と非専有使用権がある。 

上記法律規定の法理と立法主旨からすれば、中国において、専有使用権を有する主

体は、関連機関へ著作物の並行輸入を制止するよう求めることができると考えられ

る。そのため、専有使用権を有していない場合に限って、著作物の並行輸入は許され

るとすべきである。 
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第4節 権利行使された場合の対抗手段 

権利行使された場合、相手の主張する権利に対して無効審判などを提起する、或いは、各種抗弁理由

を提出して非侵害を主張するといった対応手段を取ることができる。無効審判や非侵害抗弁の詳細は、

第 2 章と第 4 章の関係内容を参照いただきたい。 

また、中国では、冒認出願により権利取得をした者が、悪意に基づく権利行使をするような事例もあ

る。このような悪意の権利行使に対しては、前記の対応手段のほか、下記のような手段で反撃すること

ができる。 

 

1.非侵害確認訴訟 

非侵害確認訴訟とは、知財侵害に関する警告を受けた者が、自分の行為が知的財産権侵害行為に該

当しないと認められる場合、裁判所に対し、自分の行為は非侵害行為であるとの確認を求めるための

訴訟を提起することを指す。 

非侵害確認訴訟について、「最高人民法院の専利権侵害紛争事件の審理に適用される法律に関する

若干の問題への解釈」（法釈[2009]21号）には、「警告状の受領者が書面で権利者に訴権の行使を催告

したにもかかわらず、権利者が当該書面催告の受領日から1ヶ月以内、又は当該書面催告の発送日から

2ヶ月以内に、警告の撤回をせず、専利権侵害訴訟の提起もしなかった場合、警告状の受領者は非侵害

確認訴訟を提起することができる」と規定されている。 

また、非侵害確認訴訟の管轄については、最高人民法院が過去に出した「本田技研工業株式会社と

石家庄双環汽車股分有限公司、北京旭陽恒興経貿有限公司間の専利権紛争事件に関する指定管轄の通

知」（「2004」民三他字第4号）において、「非侵害確認訴訟は、侵害類型の紛争に該当するものであ

り、民事訴訟法第29条の規定に従って、地域管轄を確定すべきである。同一事実に係る非侵害確認訴

許可 「著作権法」と「著作権実施条例」には、並行輸入に関する規定がない。また、「国

際著作権条約実施規定」には、著作物に対して保護をしていない国からの複写品は、

その輸入を禁止すると規定している。 

したがって、現有の法律によれば、著作物に対して保護をしていない国からの複写

品は輸入を禁止されているものの、著作物に対して保護をしている国からの複写品の

輸入は禁止されてはおらず、これらの国からの著作物の並行輸入は許されるべきであ

る。 
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訟と専利権侵害訴訟は、両方当事者が民事訴訟法に基づき、自分の権益を保護するために、異なった

段階でそれぞれ提起した訴訟であるため、何れも独立した訴訟に該当する。一方当事者の提起した非

侵害確認訴訟は、相手方当事者が別途に提起した専利権侵害訴訟に吸収されない。しかし、同一事実

に関する事件ついて、異なる裁判所による重複した裁判を避けるために、裁判所は、管轄を移管し

て、合併して審理すべきである。」と規定している。 

 

非侵害確認訴訟において原告が立証責任を負う事項 

① 被告が、原告に対して権利侵害を内容とする警告状を発送したこと又は原告に対して侵害のク

レームを申し入れたこと 

② 原告が被告に対して訴権の行使を催告したこと、及び、催告の時間、送達時間 

③ 被告が合理的な期限内に提訴していないこと 

 

 留意すべき点 

模倣業者への権利行使において、警告書の送達は頻繁に実施されている対応方法である。しかし、

実務からみれば、模倣業者は警告状を証拠として、模倣業者の所在地の管轄裁判所に、非侵害確認訴

訟を提起することもある。 

このような非侵害確認訴訟が、模倣業者の所在地の管轄裁判所で受理された場合、地方保護主義が

働いて模倣業者に有利な判決が出されるおそれがある。その場合、権利者が、北京市や上海市などの

大都市で侵害訴訟を後から提起して、先の非侵害確認訴訟の管轄を北京、上海裁判所に移管するよう

に請求しても、認められる可能性は高くない。したがって、権利者は、事件の状況と権利者自体の情

報を十分に把握した上で、警告書の送達のメリットとデメリットを検討し、対応策を決めることが必

要となる。 

なお、警告状の送付以外、侵害のクレームも非侵害確認訴訟の契機となり得るものであり、具体的

な例としては、ECプラットフォームへのリンク削除要請などがこれに含まれると考えられている。そ

の他、最近の最高人民法院の判決例である、「（2019）最高法知民终5号案件」の判決要旨によれば、

非侵害確認訴訟の条件となる「侵害警告」の範疇には行政機関による摘発は含まれず、一般的な意味

での「警告の旨を含む弁護士書簡」以外には、被疑侵害者の生産経営を不安定な状態にすることを目

的として侵害訴訟を提起し、それを取り下げるような行為や、新聞・雑誌などの媒体に他人の製品が

権利侵害していることを明示的又は黙示的に表示するような行為が含まれるとされている。 
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なお、行政摘発を提起したが、行政摘発の被請求人とならない関係者は、行政摘発の提起により関

係行為が不確定の状態になるため、非侵害確認訴訟を提起することができる。 

 

2.権利濫用への訴訟 

近年、権利濫用に対しては、立法及び司法のいずれの段階においても、厳しい態度がとられる傾向

がある。例えば、2021年6月に施行する専利法に新たに追加された第二十条では、「専利出願と専利権

の行使は信義誠実の原則を遵守しなければならない。専利権を濫用して公共利益又は他人の合法的な

権益を害してはならない。専利権を濫用して競争を排除し又は制限し独占行為を構成した場合、『中

華人民共和国独占禁止法」に従って処理する。」と規定されたほか、実務上、権利濫用に対する訴訟

事例も数多く出てきている。 

実務において、権利濫用は直接的な訴訟事由とはならないが、権利濫用行為に対し、「悪意によっ

て提起した知的財産権訴訟の損害責任紛争」や「不正競争」の理由で訴訟を提起し、対抗することが

できる。悪意訴訟とは、合法的、合理的な法律又は事実上の根拠が存在しないにも関わらず、提起さ

れた知的財産権民事訴訟のことを指し、通常、不当な目的を達成するために訴訟を通じて他人の財

産、人身に損害を与える行為である。また、不正競争を理由として提訴する場合、権利濫用に関する

権利行使行為は不正競争防止法第二条の誠実信用原則に反するものとなる。 

実務上、権利濫用への訴訟は、主として、先行する知的財産権の存在を知っていながら、又は、特

許に重大な不備があることを明確に知りながら、専利権、商標権などを出願登録し、又は先取り登録

をし、利益を得るために関連する権利を高額で相手側に販売、譲渡するため、悪意をもって得た権利

を利用して提起された訴訟や、自社の知的財産権が既に無効とされた又は一部無効されたにもかかわ

らず、元の権利範囲に基づいて提起された訴訟、及び真正な知的財産権を有していないにも関わらず

提起された訴訟等を指す。 

上記以外では、正当に権利を取得したものの、権利行使の手段が合理範囲を超える場合、権利濫用

に該当すると判断されるおそれがある。 

 

 「悪意によって提起した知的財産権訴訟の損害責任紛争」の判断基準 

「悪意によって提起した知的財産権訴訟の損害責任紛争」に関して、それが侵害紛争に該当するか

どうかに係る判断基準は、以下の通りである。 
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悪意によって提起した知的財産権訴訟の損害責任紛争 

成立要件 ⚫ 事実に基づく根拠又は正当な理由なしに、特に基礎となる権利を有す

ることなく提起した知的財産訴訟であること 

⚫ 他人に損害をもたらすことを目的として提起されたものであること 

⚫ 実質的に他人に損害をもたらすものであること 

悪意を有するか否か

の判断基準 

⚫ 法的また事実に基づく根拠を有しないこと 

 

また、権利濫用に関する不正競争訴訟について、通常、以下の基準に基づいて判断する。 

⚫ 主観上、正当な権利行使を目的とするものであるか、それとも知的財産権を利用して競争相手に

打撃を与えることを主たる目的とするものであるか 

⚫ 客観的な基準として、権利行使の手段が自分の合法的権益を守るための合理的な範囲を超えるも

のでないか。例えば、同一の権利に基づき、同一の被疑侵害製品に対して複数の訴訟を同時に提

起することは、権利行使の合理的な範囲を超えるものであると判断されるおそれがある。また、

十分な注意義務を履行せず、ディーラーや顧客に警告状を広く発送することも合理的な範囲を超

えるものであると判断されるおそれがある。 

 

権利濫用への訴訟の管轄について、その本質は権利侵害紛争であり、民事訴訟法の28条の規定に基

づき、侵害行為によって提起した訴訟として、侵害行為地又は被告所在地の裁判所が管轄する。な

お、最高人民法院による「民事訴訟法」の適用に関する解釈の第24条に基づき、民事訴訟法の第28条

に規定されている権利侵害行為地には、権利侵害行為の実施地、権利侵害の結果地が含まれる。 

3.名誉毀損訴訟 

「不正競争防止法」の第11条に基づき、事業者は、虚偽情報又は誤導的情報を捏造、流布し、競争

相手の名誉或いは商品信用を侵害してはならない。 

当該条項は、名誉棄損に関連した一般条項であるが、当該規定における「虚偽情報の流布」に係る

方法等について定めた詳細な規定は未だ存在しない。名誉毀損については、一定の方法で虚偽情報を

第三者に伝えることのみが要件となっており、虚偽情報を対外的に拡散する具体的な手段や方法に係

る定義もないため、多様な事例がこれに該当する可能性がある。なお、行為者が一定の対象にのみ伝
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達し、虚偽情報によって当事者の経営活動に実質的影響を与えることも名誉毀損に該当するとされて

いる。 

 

 権利行使の事実に係る対外公表と名誉棄損 

実務上、権利者が権利行使をする際に、マスコミなどを利用して実施をアピールしたり、権利行使

の事実を顧客に周知することはよく行われる。アピールや周知を目的とするものであっても、根拠が

ない情報や誤認されやすい記載があれば、名誉毀損に該当するおそれがある。名誉毀損訴訟の法的根

拠は、主に不正競争防止法であるため、その管轄も通常の不正競争事件と同じである。 

また、関連裁判例からみれば、実務上、裁判所は名誉毀損行為を判断するときに、①当事者双方が

競争関係を有すること、②侵害者側に虚偽情報又は誤導的情報を捏造、流布する行為があること、③

侵害者の行為が既に相手側当事者の企業名誉或いは商品信用を侵害したこと又は侵害する可能性があ

ること、④侵害者が主観的故意を有することなどの要件を考慮する。 

 

4.実例と留意点 

◆ 関係判例 

※ 判例 1：商標権侵害訴訟事件 

◼ 基本情報： 

事件番号：一審（2015）京知民初字第 2173 号 二審 （2017）京民终 9 号 

裁判所：一審 北京知的財産裁判所 二審 北京市高級人民法院 

二審結審日付：2017 年 4 月 26 日 

 

◼ 経緯： 

 2015 年 9 月北京 A 社は、北京 B 社に弁護士書簡を送付し、B 社が製造・販売している係争医療機器

は、A 社の保有している X 号実用新案権（超音波骨科精細手術システム及び複合超音波振動ハンドル）

を侵害したと主張した。A 社は同時に B 社の複数のクライアントに上記と同様の内容の弁護士書簡を送

付した。B 社が製造・販売している係争製品は、係争特許の技術方案とは全く異なるものであり、A 社

の実用新案権侵害に係る主張には、何らの根拠もないと考え、A 社に催促の書簡を発送した。しかし、

A 社は、B 社の製造・販売行為が権利侵害を構成しているかの確認をせず、また、裁判所への提訴もし

なかった。そこで、B 社は一審裁判所に提訴し、係争製品が A 社の X 号実用新案権を侵害しないこと
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を確認し、影響を除去するよう請求した。 

 一審裁判所は、審理を経て、係争製品が係争実用新案の権利範囲に属するものではない旨認定した。

さらに、裁判所は、A 社が B 社及びそのクライアントに弁護士書簡を送付し、その製造・販売している

係争製品が実用新案権侵害に該当すると主張したことは、事実的根拠を有しないものであり、B 社の商

業的な信用を低下させ、権利濫用に該当すると認定した。その上で、影響を除去するため、A 社が自社

のホームページ上に関連する説明文を掲載するよう命じた。A 社は、当該一審判決を不服として、上訴

したが、二審裁判所は、一審判決を維持し、A 社の上訴に係る請求を棄却した。 

 

※ 判例 2：悪意に基づく訴訟提起（権利濫用） 

◼ 基本情報： 

事件番号：一審 （2017）粤 03 民初 632 号 二審 （2019）粤民终 407 号 

裁判所：一審 深セン市中級人民法院 二審 広東省高級人民法院 

二審結審日付：2019 年 6 月 10 日 

 

◼ 経緯： 

C 社は AAA（ベンギンの形状）シリーズ美術作品の著作権及び登録商標専用権を有している。2008

年 12 月、D 氏は国家知識産権局にペンギンの形状をしたスピーカーの意匠を出願し、権利付与された。

2011 年 3 月、C 社は D 氏及び E 社が販売した AAA ミニスピーカーはその著作権及び商標権を侵害し

たことを理由に、両者に対して訴訟を提起した。その後、双方は和解を達して、D 氏は権利侵害の差止

め及び C 社に損賠賠償金 2.5 万元を支払うとの和解条件に応じ、同時に 1 ヵ月以内に国家知識産権局に

ペンギンスピーカーの意匠権出願を取下げることを約束したが、2015 年 12 月まで当該意匠権の年費を

納付し続けた。 

その後、C 社は F 社と協力して、ペンギン型スピーカーを製造、販売した。2016 年 2 月。D 氏は C

社と F 社がペンギン型スピーカーを製造販売した行為が、自身の保有する意匠権を侵害している旨主張

し、訴訟を提起した。そして、C 社は D 氏の係争意匠権に対して無効宣告を申請した。国家知識産権局

は審理を経て D 氏の係争意匠権の無効を宣告した。無効の結果をもって、一審裁判所は、D 氏の訴訟を

取り下げた。 

C 社は、意匠権が権利付与の条件に合わないことを明らかに知りながら、悪意をもって意匠権侵害訴

訟を提起した D 氏の行為は、C 社の商業信用に損害を与え、弁護士費用、出張費用、期待できる利益な
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どを含む損失を与えた旨主張して訴訟を提起し、D 氏に損賠賠償金の支払い、謝罪及び影響の消去を命

じるよう請求した。裁判所は、D 氏の行為が、悪意をもって知的財産権訴訟を提起したものに該当する

と認定し、損賠賠償金 50 万元の支払いを命じる一審判決を言い渡した。D 氏は一審判決を不服として、

二審裁判所に提訴した。二審裁判所は、一審判決を維持し、D 氏の上訴に係る請求を棄却した。 

 

※ 判例 3：J 社は K 社を訴えた不正競争紛争訴訟事件 

◼ 基本情報： 

事件番号：一審 （2018）粤 03 民初 170 号  

裁判所：一審広東省深セン市中級人民法院  

一審結審日付：2019 年 4 月 30 日 

 

◼ 経緯： 

 K 社は、共有モバイル充電機業界の競合業者である J 社を、自身が保有する 6件の専利権侵害を理由

に、広東省深セン市中級人民法院及び北京知的財産裁判所にそれぞれ 30 件余りの専利権侵害訴訟を提

起した。また、同じく上記 6件の専利権を侵害したことを理由に、異なる使用者に対して、河南省知的

産権局及び済南市知識産権局にそれぞれ 20 件余りの行政摘発を申請した。同時に、K 社はこれらの案

件に係る情報をニュースアプリ、新聞などの複数のマスコミにおいて広く宣伝した。J 社は、K 社の前

記行為は権利濫用に該当し、マスコミ等への宣伝行為は、商業的名誉毀損に該当する旨を主張し、K 社

に対して訴訟を提起した。 

 一審裁判所は、K 社の行為は明らかに正当な利用を超え、司法と行政資源を利用して、専利権の存在

をもって不正当な利益を取得し、誠実信用な原則を違反し、正当に権利を保護するビジネス道徳に反し、

権利濫用の行為に該当し、不正当競争を構成すると判断した。さらに、K 社の法定代表者がマスコミの

取材を受けた際の言論は、正当な商業評論の域を越え、誤認を生じさせ、競合相手の商業的信用、商品

の名誉に損害を与える程度に達し、虚偽宣伝に該当し、不正競争行為に該当するとした。K 社は複数の

マスコミに、J 社の製品が自身の専利権を侵害したと宣伝したが、当該宣伝内容には一部の事実のみし

か記載されておらず、誤認を生じさせやすいものであるため、不正競争に該当すると認定した。その上

で、裁判所は、K 社に対して、J 社への損害賠償金及び合理的支出として 500 万元の支払いを命じる一

審判決を言い渡した。 
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 判例を踏まえた留意点 

権利者の立場から見ると、模倣業者への権利行使において、警告書の送達やECプラットフォームに

てのクレームの申し入れは、頻繁に使用している対応方法である。このような手段を利用する際、権

利者は、事件の状況と権利者自体の状況を十分に把握した上で、具体的な対策を決めたほうがよいと

考えられる。 

権利行使の際に、合理範囲で実施することを留意したほうがよい。上記判例1から分かるように、通

常、模倣業者のみに弁護士書簡を送付することは、実質的な損害を与えると逆に主張され難しいが、

模倣業者のクライアント、代理店などに広い範囲で弁護士書簡を送付することは、実質的な損失をも

たらし、名誉棄損などに該当すると主張される恐れがあるので、模倣者以外の関連第三者に警告書を

送付する際、十分に検討したほうがよいと思われる。 

また、現在、オンラインにての製品販売がますます広範に利用されている状況において、ECプラッ

トフォームにおける模倣業者が多く出回っている。そのため、ECプラットフォームへのクレームの申

し入れも頻繁に実施されているが、そのような対応を取る際には、事前にきちんと証拠を確保し、侵

害対比の鑑定をきちんと行った上でクレームを申し入れることが好ましい。 

また、実務において、上記判例2のように、先取り出願の例も非常に多く存在する。自社の知的財産

権を十分に保護し、他人が悪意によって提起した訴訟に巻き込まれることをできるだけ避けるため、

自社の知的財産権が先取り登録されたかについて、定期的に検索したほうがよい。また、万が一、先

取り出願人などに提訴された場合には、積極的に無効宣告などを提起し、相手側の基礎となる権利を

潰した上で、その悪意の訴訟に対して反訴を提起する等、厳しく対抗策を講じていくことが好まし

い。 

 

第5節 その他 

1. デザイン模倣による不正競争 

 デザイン模倣事件について、どのような知的財産権に基づき権利行使を行うかによって、権利者側

の準備事項と権利行使の効果が異なる。以下に各知的財産権に基づいて権利行使する場合のメリット

とデメリットを紹介する。 

 

 意匠権の主張 
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製品について、意匠権を持っていれば、模倣品に対して、意匠権に基づいて権利を行使できる。 

メリット 

⚫ 出願することで、意匠を保護する意匠権を取得することができる。 

⚫ 意匠権に基づいて、意匠の模倣行為に対する権利行使が可能。 

⚫ 類似するデザインに対しても、権利行使することが可能である。 

デメリット 

⚫ 出願しなければ、権利を得ることができない。出願には費用がかかり、かつ権利

を維持する費用も必要である。 

⚫ 保護期間は 15 年と短い。 

⚫ 新規性があるデザインしか、有効な意匠権を取得できない。関係製品が既に販売

され、或いは他のルートでデザインが公知になった場合、意匠権を取得しても、

無効になるおそれがある。 

 

 立体商標権の主張 

2001年の商標法改正以降、中国では、立体商標が法律の保護範囲に組み入れられ、企業が自社の製

品デザインについて立体商標として出願することが可能となっている。立体商標が登録されれば、模

倣デザインに対し、商標権の主張が可能になる。 

 

メリット 

⚫ 新規性の要求がない。関係製品が既に販売され、或いは他の方式で、デザインが

公知になる場合でも、商標権を取得できる可能性がある。 

⚫ 存続期間は、永遠に更新できる。 

デメリット 

⚫ 新規性の要求がないが、識別性の要求がある。立体商標が許可された例は少な

い。立体商標権を取得することは容易ではない。 

⚫ 関係公衆に、混同・誤認を生じさせるおそれがあるかどうかは、侵害となるかど

うかを判断する際の肝心な基準である。デザインが類似していても、他の識別要

素で、関係公衆の混同・誤認を生じさせない場合、依然として侵害とならないと

判断される可能性がある。 

 

 不正競争防止法に基づく主張 

中国「不正競争防止法」第6条第1項によれば、他人の一定の影響力のある商品の名称、包装、装飾

等と同一又は類似した標識を無断で使用して、関連公衆に混同・誤認をさせる場合、不正競争行為に
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該当すると規定している。そのため、権利者商品のパッケージやデザインの知名度が高い場合、不正

競争防止法に基づき、権利行使することが可能である。 

 

メリット 
⚫ 権利の出願などは必要ではない。 

⚫ 保護期間の期限がない。 

デメリット 
⚫ 関係商品の知名度、包装・装飾の特有性及び関係公衆に混同・誤認を生じさせる

おそれを証明しなければならないため、権利者の立証ハードルが高い。 

 

 著作権の主張 

独特的な構想、創意が新規となる包装デザインについて、著作権の保護を受けることができる。 

 

メリット 

⚫ 著作物を完成し次第、自動的に著作権を取得することができるので、権利の出願

などは必要ではない。 

⚫ 保護期間は 50 年として、意匠権の保護期間より遥かに長い。 

デメリット 

⚫ 関係デザインが著作物として認められるかについて議論になる可能性がある。

特に、中国の著作権法では、応用美術著作物との明確な規定がないので、製品の

デザインが著作物にならないと判断されるおそれがある。 

⚫ 著作権侵害を主張する際に、同一又は実質的類似が要求されるため、類似判断に

対する要求が高い。 

 

 アドバイス 

これまでに述べてきたように、いずれの権利に基づく主張についても、メリットとデメリットが存

在するが、実務的には製品意匠を意匠権によって保護することが一番有効であるといえる。意匠権の

取得により、模倣業者に対して意匠権に基づく権利行使を効果的にすることができるようになるた

め、製品の意匠が完成したら、外部公開や発売開始の前に、意匠出願をすることが好ましい。 

なお、意匠権の保護期間が満了した後については、著作権又は不正競争防止法の適用が考えられ

る。また、製品デザインに立体的特徴がある場合、立体商標による保護を受けられる可能性もある。 

 

2.正規委託工場による横流し品 
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日本の大手企業を中心に、中国内のメーカーにOEM生産を依頼している企業は少なくないだろう。

そして、OEM生産に伴って生じることが多い問題が、横流し品の発生である。製造した製品がオーダ

ーの数量より多くなってしまった場合や、検品によって不良品が出た場合、当該OEM製造メーカーか

ら専門の業者に対して、無断かつ安価に不良品等が販売され、最終的にはそのような不良品等が、い

わゆる「在庫品市場」や「外国輸出品専売店」に流れてしまうことがある。 

有名なブランドを保有している企業の多くは、ブランドの価値を保護するために、専門の販売ルー

トで合格品のみを販売する。横流し品や不良品の出回りは、販売市場の秩序を破壊し、ブランドのイ

メージにも悪い影響を与える結果につながるためである。 

横流品の製造工場は、通常、商標権者からの授権書類などを提供できるため、普通の商標権侵害事

件より、処理することが難しくなっている。しかも、注文過剰によって多くなった在庫品、検品によ

るB級品について、その製品に使用している商標については、権利者からの許可をもらっているので、

模倣品ではなく、単純な販売ルートにおける問題であるため、侵害とみなされるべきではないとの意

見もある。 

 

 対応策 

OEM生産メーカーと委託契約を締結する場合、注文過剰によって多くなった在庫品、検品によるB

級品、不良品の処理について、明確に規定することが非常に重要である。 

OEM生産メーカーは、契約での約定に違反して、無断に製品を販売する際に、契約違反の責任を追

及できるし、横流し品は無断に販売された製品なので、侵害品であると主張することも可能である。 
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資料編 
 

資料 1 模倣対策費用目安（料金表） 

費用は代理事務所や調査会社によってかなりの開きがあるが、平均的な例を参考までに以下に掲載

する。 

1.権利取得の手続きに必要な費用 

（1）専利（発明特許、実用新案、意匠）関係  

標 準 料 金 表 

標準 

番号 
項目 

官庁手数料

（CNY） 

代行手数料

（CNY） 

Ⅰ 発明特許 

101 発明特許出願の提出（印刷料を含む） 950 4,500 

102 PCT 出願の国内段階への移行料金（印刷料を含む） 950 5,000 

103 分割出願の提出（公開料を含む） 950 4,500 

104 明細書加算料   

  a） 30 頁以降 1 頁毎に加算される金額 50 — 

  b） 明細書 300 頁以降 1 頁毎に加算される金額 100 — 

105 請求項加算料   

  
請求項 10 項目以降 1 項毎に加算される金額 

 
150 50 

106 早期公開の請求 — 630 

107 実体審査の請求 2500 1,300 

108 遅延審査の請求 — 630 

109 拒絶査定不服審判の請求 1,000 4,500 
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110 登録手続（印紙税納付） 5 700 

111 無効審判請求の提出 3,000 5,800 

12 微生物の寄託（30 年間、菌株毎に）   

  a） 微生物  500$ ＊ 

  b） 細胞系、動物及び植物ウイルス 700$ ＊ 

113 微生物生存レポートの請求料（菌株毎に）   

  a） 微生物 50$ ＊ 

  b） 細胞系、動物及び植物ウイルス 70$ ＊ 

114 微生物サンプルの提供（菌株毎に）   

  a） 微生物 30$ ＊ 

  b） 細胞系 50$ ＊ 

115 検疫料 50$ ＊ 

116  年金の納付（年毎に）   

  1 年目－3 年目 900 450 

  4 年目－6 年目 1,200 540 

  7 年目－9 年目 2,000 630 

  10 年目－12 年目 4,000 720 

  13 年目－15 年目 6,000 810 

  16 年目－20 年目 8,000 900 

117  年金の延納金（納付期限から 6 ヶ月以内） 
月毎に増、 

25％max 
450 



 

331 

 

118  PCT 出願の猶予期間の請求 1,000 2,200 

119 PCT 出願の単一性の回復 900 2,000 

120 優先権訂正料 300 1,000 

Ⅱ 実用新案 

201 実用新案出願の提出 500 3,600 

202 分割出願の提出 500 3,600 

203 PCT 出願の国内段階への移行料金 500 4,000 

204 明細書加算料   

  a） 30 頁以降 1 頁毎に加算される金額 50 — 

  b） 明細書 300 頁以降 1 頁毎に加算される金額 100 — 

205 請求項加算料   

  請求項 10 項目以降 1 項毎に加算される金額 150 50 

206 拒絶査定不服審判の請求 300 4,000 

207 登録手続（印紙税納付） 5 700 

208 無効審判請求の提出 1,500 4,500 

209 年金の納付（年毎に）   

  1 年目－3 年目 600 450 

  4 年目－5 年目 900 540 

  6 年目－8 年目 1,200 630 

  9 年目－10 年目 2,000 720 

210 年金の延納金（納付期限から 6 ヶ月以内） 月毎に増え、 450 
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最大 25％ 

211 PCT 実用新案登録出願の猶予期間の請求 1,000 2,200 

212 PCT 出願の単一性の回復 900 2,000 

213 実用新案権評価報告書の請求   2,400 1,000 

214 優先権訂正料 300 1,000 

Ⅲ 意匠登録 

301 意匠登録出願の提出 500 2,800 

302 分割出願の提出 500 2,800 

303 拒絶査定不服審判請求の提出 300 3,600 

304 登録手続（印紙税納付） 5 700 

305 無効審判請求の提出 1,500 4,500 

306 年金の納付（年毎に）    

  1 年目-3 年目   600 450 

  4 年目-5 年目    900 540 

  6 年目-8 年目    1,200 630 

  9 年目-10 年目   2,000 720 

307 年金の延納金（納付期限から 6 ヶ月以内） 
月毎に増、 

25％max 
450 

308 遅延審査の請求 — 630 

309 意匠権評価報告書の請求 2,400 1,000 

Ⅳ その他 
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401 出願時に提出されなかった書類の提出 — 540 

402 公文書の受領と転送 — 450 

403 代理機構の変更 — 700 

404 発明者、出願人及び専利権者の変更 200 700 

405 優先権主張   

  a） 1 つの先出願を基礎に優先権を主張する場合 80 540 

  
b） 2 つ以上の先出願を基礎に優先権を主張する場合

（先出願 1 件毎に） 
80 360 

406 新規性喪失の例外規定適用の請求 — 900 

407 面接手数料 — タイムチャージ 

408 謄本の取り寄せ 30 900 

409 対応期間の延長（補正又は拒絶理由通知）   

  a）1 回目の延長（1 ヶ月毎に） 300 700 

  b）2 回目の延長（1 ヶ月毎に） 2,000 700 

410 実施許諾契約の届出 — 1,300 

411 特許出願権／特許権譲渡契約の登録 200 1,200 

412 秘密保持審査請求の提出 — 500 

413 翻訳料（原文 100 字につき）   

  a）英語から中国語へ — 140 

  b）日本語から中国語へ — 100 

  c）ドイツ語、ロシア語、フランス語から中国語へ   — 200 
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  d） 中国語から英語へ    — 200 

  e） 中国語から日本語へ   — 200 

  f） 中国語からドイツ語、ロシア語、フランス語へ    — 220 

414 タイプ代     

  a） 英語（1 頁につき）  — 70 

  b） 中国語（1 頁につき）   — 100 

415 コピー代（1 枚につき）   — 6 

416 図面代（1 枚につき）    

  a） 下絵に基づく図面の作成 — 450min 

  b） 図面の訂正  — 120min 

  c） 図面の準備   — 50 

417 写真の作成（一枚につき）  — 450min 

418 権利回復手数料     1,000 2,200 

419 OA 意見書・補正書の準備 — タイムチャージ 

420 審判答弁書の作成  タイムチャージ 

421 出願の取り下げ     — 550 

422 訳文訂正料（方式審査段階） 300 タイムチャージ 

423 訳文訂正料（実体審査段階） 1,200 タイムチャージ 

424 DAS アクセスコードの申請 — 900 
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（2）商標関係 

標 準 料 金 表   

標準 

番号 
項目 

官庁手数料 

紙提出 

（CNY） 

官庁手数料 

オンライン 

（CNY） 

代行手数料

（CNY） 

Ⅰ.登録出願 

101 普通商標の出願    

101-1 
1 区分の出願（10 品目の商品/役務を超

えない場合） 
300 270 2,000 

101-2 
追加の区分の出願（10 品目の商品/役務

を超えない場合） 
300 270 1,700 

101-3 
1 商品、役務毎に加算する金額（10 品目

の商品/役務を超える場合） 
30 27 15 

102 音声商標の出願    

102-1 
1 区分の出願（10 品目の商品/役務を超

えない場合） 
300 270 3,000 

102-2 
追加の区分の出願（10 品目の商品/役務

を超えない場合） 
300 270 1,700 

102-3 
1 商品、役務毎に加算する金額（10 品目

の商品/役務を超える場合） 
30 27 15 

103 団体商標/証明商標の出願    

103-1 
1 区分の出願（10 品目の商品/役務を超

えない場合） 
1,500 1,350 3,500* 

103-2 
追加の区分の出願（10 品目の商品/役務

を超えない場合） 
1,500 1,350 3,000* 

103-3 
1 商品、役務毎に加算する金額（10 品目

の商品/役務を超える場合） 
30 27 15 
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104 優先権の主張（1 区分につき）    

104-1 優先権の主張 — — 350 

104-2 優先権書類提出期限の延長申請 — — 350 

105 補正通知の報告及び応答（1区分につき） — — 800* 

106 商標登録証の送付（1 区分につき） — — 350 

107 
変更/譲渡/更新証明の再発行申請（1 区

分につき） 
50 45 600 

108 商標登録証の再発行申請（1区分につき） 500 450 1,000 

109 
優先権証明書類の発行申請（1 区分につ

き） 
50 45 600 

110 商標登録証明の発行申請（1区分につき） 50 45 600 

111 商標出願の取下げ申請（1 区分につき） — — 400 

112 商標登録の取消申請（1 区分につき） — — 900 

113 外国語商標の中国語訳名の提案 — — 1,600* 

114 分割出願 — — 800 

Ⅱ.審判／異議 

拒絶／拒絶不服審判請求（1 区分につき） 

201 全部又は部分的拒絶通知書の報告 — — 800* 

202 拒絶査定不服審判請求 750 750 4,800* 

203 証拠/理由の補充 — — 1,600* 

204 審決の報告 — — 800* 

異議申立／異議審判請求（1 区分につき） 
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205 異議申立 500 500 4,800* 

206 異議裁定の報告 — — 800* 

207 異議裁定不服審判請求 750 750 3,200* 

208 証拠調べ通知書の報告 — — 1,600* 

209 証拠調べ見解の提出 — — 1,600* 

210 証拠/理由の補充 — — 1,600* 

211 審決の報告 — — 800* 

212 
他人による異議申立/異議審判請求の答

弁通知書の報告 
— — 1,600* 

213 
他人による異議申立/異議審判請求への

答弁 
— — 3,200* 

214 異議申立/異議審判請求の取下げ — — 800* 

無効審判請求（1 区分につき） 

215 無効審判請求 750 750 4,800* 

216 証拠調べ通知書の報告 — — 1,600* 

217 証拠調べ見解の提出 — — 1,600* 

218 証拠/理由の補充 — — 1,600* 

219 審決の報告 — — 800* 

220 
他人による無効審判請求の答弁通知書

の報告 
— — 1,600* 

221 他人による無効審判請求への答弁 — — 3,200* 

222 無効審判請求の取下げ — — 800* 
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三年不使用取消審判請求（1 区分につき） 

223 

不使用取消審判請求 500 500 900 

ダミーで不使用取消審判請求 500 500 1,500 

224 不使用取消裁定の報告 — — 800* 

225 

不使用取消裁定不服審判請求 750 750 3,200* 

ダミーで不使用取消審判請求 750 750 3,800* 

226 証拠調べ通知書の報告 — — 1,600* 

227 証拠調べ見解の提出 — — 1,600* 

228 証拠/理由の補充 — — 1,600* 

229 審決の報告 — — 800* 

230 
他人による不使用取消審判で使用証拠

提出通知の報告 
— — 800* 

231 
他人による不使用取消審判で使用証拠

の準備及び提出 
— — 3,200* 

232 
他人による不使用取消裁定不服審判請

求の答弁通知書の報告 
— — 800* 

233 
他人による不使用取消裁定不服審判請

求の答弁 
— — 3,200* 

234 
商品/役務が通用名称になった登録商標

取消請求 
500 500 3,200* 

235 
他人による商品/役務の通用名称取消請

求の答弁通知書 の報告 
— — 800* 

236 
他人による商品/役務の通用名称取消請

求の答弁 
— — 3,200* 
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Ⅲ.更新（1 区分につき） 

301 更新申請 500 450 950 

302 更新申請の延長請求 250 225 350 

Ⅳ.変更／更正（1 区分につき） 

401 出願人/商標権者名義/住所変更申請 150 — 900 

402 商標代理人/書類受取人変更申請 150 — 900 

403 指定商品/役務の削除申請 150 — 900 

404 その他の出願/登録事項の変更申請 150 — 900 

405 申請/登録事項の更正申請 150 — 900 

Ⅴ.使用許諾契約の届出（1 区分につき） 

501 商標使用許諾契約の届出 150 135 800 

502 商標許諾契約届出の変更 250 — 1,000 

503 商標許諾契約届出の事前終止 — — 1,000 

504 商標使用許諾契約届出の取下げ申請 — — 800 

Ⅵ.譲渡（1 区分につき） 

601 出願/登録商標の譲渡/移転申請 500 450 1,000 

602 商標譲渡/移転の取下げ申請 — — 800 

Ⅶ.調査とウォッチング 

701 
文字（漢字/英文字/数字）商標の調査（一商

標一区分） 
— — 1,000 

702 
図形（仮名を含む）商標の調査（一商標一

区分） 
— — 1,600 
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703 結合商標の調査（一商標一区分） — — 
ケースバイケ

ース 

704 商標のウォッチング（一商標一区分/年） — — 1,350 

705 名義人調査 — — 400* 

 

2.訴訟に必要な費用 

 

项目 明細 官庁手数料 代行手数料 

CNY  CNY 

行政訴訟 

（発明・実用新

案） 

 

一審段階 

（訴状の作成・証拠の整理か

ら一審判決の言い渡しまで。

証拠収集が含まれない） 

100.00 80,000～100,000 

（行政段階も弊所より代理し

た事件） 

100,000～120,000 

（行政段階は他の事務所より

代理した事件） 

二審段階 

（上訴状の作成から二審判

決の言い渡しまで。証拠の補

充が含まれない） 

100.00 50,000～80,000 

（一審段階も弊所より代理し

た事件） 

80,000～100,000 

（一審段階は他の事務所より

代理した事件） 

 

 

 

行政訴訟 

（意匠） 

 

一審段階 

（訴状の作成・証拠の整理か

ら一審判決の言い渡しまで。

証拠収集が含まれない） 

 
 
 
 

100.00 60,000～80,000 

（行政段階も弊所より代理し

た事件） 

80,000～100,000 

（行政段階は他の事務所より

代理した事件） 
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二審段階 

（上訴状の作成から二審判

決の言い渡しまで。証拠の補

充が含まれない） 

100.00 40,000～60,000 

（一審段階も弊所より代理し

た事件） 

60,000～80,000 

（一審段階は他の事務所より

代理した事件） 

 

行政訴訟 

（商標） 

一審段階 

（訴状の作成・証拠の整理か

ら一審判決の言い渡しまで。

証拠収集・補充が含まれな

い） 

100.00 20,000～40,000 

（より簡単な拒絶審判事件） 

30,000～60,000 

（行政段階も弊所より代理し

た事件） 

40,000～80,000 

（行政段階は他の事務所より

代理した事件） 

二審段階 

（上訴状の作成から二審判

決の言い渡しまで。証拠の補

充が含まれない） 

100.00 10,000～20,000 

（より簡単な拒絶審判事件） 

20,000～40,000 

（一審段階も弊所より代理し

た事件） 

30,000～60,000 

（一審段階は他の事務所より

代理した事件） 

民事侵害訴訟 

（発明・実用新

案；複雑な商標、

不正競争事件） 

一審段階 

（訴状の作成・証拠の整理か

ら一審判決の言い渡しまで。

証拠収集が含まれない） 

損害賠償金額に

基づく 

①タイムチャージ： 

200,000~400,000 

②定額：300,000 前後 

③成功報酬 

着手金：100,000~200,000 

勝訴報酬（原告の場合、侵害

と認定；被告の場合、非侵害
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と認定）： 

50,000~100,000 

賠償金報酬： 

貰えた金額の 5%～50% 

二審段階 

（上訴状の作成から二審判

決の言い渡しまで。証拠の補

充が含まれない） 

損害賠償金額に

基づく 

①タイムチャージ： 

150,000~300,000 

②定額：200,000 前後 

③成功報酬 

着手金：70,000~100,000 

勝訴報酬（原告の場合、侵害

と認定；被告の場合、非侵害

と認定）： 

50,000~100,000 

賠償金報酬： 

貰えた金額の 5%～50% 

（一審段階も弊所より代理し

た事件） 

（一審段階は他の事務所より

代理した事件） 

①タイムチャージ： 

200,000~400,000 

②定額：300,000 前後 

③成功報酬 

着手金：100,000~200,000 

勝訴報酬（原告の場合、侵害

と認定；被告の場合、非侵害

と認定）： 

50,000~100,000 

賠償金報酬： 
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貰えた金額の 5%～50% 

民事侵害訴訟 

（意匠、簡単な商

標、著作権、不正

競争事件） 

一審段階 

（訴状の作成・証拠の整理か

ら一審判決の言い渡しまで。

証拠収集が含まれない） 

損害賠償金額に

基づく 

①タイムチャージ： 

150,000~300,000 

②定額：200,000 前後 

③成功報酬 

着手金：70,000~100,000 

勝訴報酬（原告の場合、侵害

と認定；被告の場合、非侵害

と認定）： 

50,000~100,000 

賠償金報酬： 

貰えた金額の 5%～50% 

二審段階 

（上訴状の作成から二審判

決の言い渡しまで。証拠の補

充が含まれない） 

損害賠償金額に

基づく 

（一審段階も弊所より代理し

た事件） 

①タイムチャージ： 

80,000~1500,000 

②定額：100,000 前後 

③成功報酬 

着手金：40,000~70,000 

勝訴報酬（原告の場合、侵害

と認定；被告の場合、非侵害

と認定）： 

50,000~100,000 

賠償金報酬： 

貰えた金額の 5%～50% 

（一審段階は他の事務所より

代理した事件） 

①タイムチャージ： 

150,000~300,000 
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②定額：200,000 前後 

③成功報酬 

着手金：70,000~100,000 

勝訴報酬（原告の場合、侵害

と認定；被告の場合、非侵害

と認定）： 

50,000~100,000 

賠償金報酬： 

貰えた金額の 5%～50% 

 

再審 

再審の申請段階 

（再審申請書の作成から再

審申請に対する裁定の受

領まで。証拠の補充が含ま

れない） 

 

―― 

（発効判決も弊所より代理し

た事件） 

①タイムチャージ： 

80,000~100,000（公聴有） 

40,000~60,000（公聴無） 

②定額：50,000 前後 

（発効判決は他の事務所より

代理した事件） 

①タイムチャージ： 

100,000~150,000（公聴有） 

50,000~100,000（公聴無） 

②定額：70,000 前後 

再審段階  

 

―― 
関係案件の二審費用の見積も

りをご参照 

 

 

3.訴訟以外の模倣品対策に必要な費用 
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項目 明細 
官庁手数料 代行手数料 

CNY CNY 

行政摘発 

（専利、営業秘密） 

証拠収集が含まれない（口頭審理有） 金額に基づく 50,000 ～70,000 

証拠収集が含まれない（口頭審理無） 金額に基づく 35,000～50,000 

行政摘発 

（専利、営業秘密

侵害以外） 

証拠収集が含まれない ―― 25,000～45,000 

展示会での取り締

まり 

展示会現場調査から現 

場取締りの完了まで 
―― 20,000/人・日 

直接交渉 証拠収集が含まれない ―― 25,000～40,000 

警告状 
発送後の相手との交渉、連絡が含まれ

ない 
―― 8,000 

 

 

4.知財に関連手続きに必要な費用 

項目 明細 
官庁手数料 代行手数料 

CNY CNY 

企業登録 企業登録手続きの代行 約 6,000 

25,000/件 

（国内） 

60,000/件 

（外資） 

ソフトウェア

登記 
ソフトウェア登記 300 5,000/件 

著作物登記 著作物登記 300～2,000 3,000～5,000/件 

税関登録 税関登録 ― 3,000～5,000/件 

特許譲渡契約

届出 

資料準備、提出、証書受領（特別な状況が

この限りではない） 

―― 3000～5,000/件 
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ドメイン登録 

CN の英語ドメイン名 

.cn/.com.cn/.net.cn/.org.cn/.gov.cn/.bj.cn 

100/年 

160/2 年 

1,600～3,200/件 

 

国際ドメイン名 

.com/.net/.org 

130/年 

230/年 

CNNIC 中国語の通用ドメイン名.中国/.公

司/.网络 

280/年 

560/2 年 

国際中国語ドメイン名 

中国語.com/中国語.net 

208/年 

520/2 年 

通用ウェブサイト（インターネットキーワ

ード） 

500/年 

1,000/2 年 

無線ウェブサイト 
1,000/年 

2,000/2 年 

ドメイン異議

申立 

.cn/.com.cn/.net.cn/.org.cn/.gov.cn/.bj.cn/ 
8,000/1 個 

12,000/2～5 個 

 

  

12,000～20,000/件 

 
.com/.net/.org 

USD1,000/1～2

個 

USD1,200/3～5

個 

USD1,600/6～9

個 

 

 

5.その他 

项目 明細 

官庁手数料 代行手数料 

CNY 
CNY/100 

原文文字数 

翻訳（普通文献） 

英語から中国語へ ―― 100.00 

日本語から中国語へ ―― 70.00 
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中国語から英語へ ―― 130.00 

中国語から日本語へ ―― 130.00 

日本語から英語へ ―― 160.00 

英語から日本語へ ―― 160.00 

翻訳（専門文献） 

（専門用語が多

い） 

英語から中国語へ ―― 140.00 

日本語から中国語へ ―― 100.00 

中国語から英語へ ―― 200.00 

中国語から日本語へ ―― 200.00 

日本語から英語へ ―― 260.00 

英語から日本語へ ―― 260.00 

調査 

現地調査 ―― 16,000～24,000/社 

工商登記ファイルの取寄せ 約 500～1000 8,000/社 

インターネットでの調査 ―― 1,000～1,500/社 

電話調査 ―― 1,500～2,000/社 

証拠収集（公証） 

原本とコピー件が一致である公証 500～1000/件 2400～4000/件 

図書館から資料の取寄せ 130~ （ページ数

に基づく） 

800/回 

図書館から資料の調査・取寄せ 130~ （ページ数

に基づく） 

4,000~6,000（普通） 

12,000~15,000（複

雑、資料が膨大であ

る場合） 

インターネット資料に関する公証 1000/件 3600～8000/件 

公証付き購入 2,000~8,000 8,000~12,000 （店
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舗購入） 

16,000~24,000（工

場購入） 

12,000~18,000（イ

ンターネット購入） 

他の現場公証 2,000~8,000 5,000/半日 

タイムスタンプ 20/リンク 最低費用：500 元/5

リンク以内；1000

元/10 リンク以内 

10 リンク以上、100

元/リンク 
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資料 2 中国主要知財関連法一覧 

 

法令・司法解釈 制定機関 制定年 

〔専利権（発明・実用新案・意匠）関連〕 

専利法 
全国人民代表大会常務

委員会 
1984年制定・2020年改正 

専利代理条例 国務院 1991 年制定・2018 年改正 

専利法実施細則 国務院 2001 年制定・2010 年改正 

訴訟前の専利権侵害行為差止の法律適用

問題に関する若干規定 
最高人民法院 2001 年制定 

専利紛争案件審理の法律適用問題に関す

る若干規定 
最高人民法院 2001 年制定・2015 年改正 

専利の強制実施許諾弁法 国家知識産権局 2003 年制定・2012 年改正 

専利代理管理弁法 国家知識産権局 2003 年制定・2019 年改正 

専利審査指南 国家知識産権局 2010 年制定・2020 年改正 

専利行政法執行弁法 国家知識産権局 2010 年制定・2015 年改正 

専利権質権設定登録弁法 国家知識産権局 2010 年制定 

専利実施許諾契約の届出弁法 国家知識産権局 2011 年制定 

国家知識産権局行政復議規程 国家知識産権局 2012 年制定 

専利標識の表示弁法 国家知識産権局 2012 年制定 

専利権侵害をめぐる紛争案件の審理にお

ける法律適用の若干の問題に関する解釈

（二） 

最高人民法院 2016 年制定・2020 年改正 

特許等知的財産権事件訴訟手続に関する

若干の問題に関する決定 

全国人民代表大会常務

委員会 
2018 年制定 

専利侵害紛争行政裁決案件処理ガイドラ

イン 
国家知識産権局 2019 年制定 

「専利紛争行政調停処理マニュアル」、「特 国家知識産権局 2020 年制定 
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許詐称行為摘発及び特許標識表示非規範

事件処理マニュアル」、「特許行政保護再

審と応訴マニュアル」の配布に関する通知 

専利の権利付与権利確定に係わる行政案

件の審理における若干問題に関する規定

（一） 

最高人民法院 2020 年制定 

〔植物新品種権関連〕 

植物新品種保護条例 国務院 1997 年制定・2014 年改正 

植物新品種保護条例実施細則（農業部分） 農業部（取消） 1999 年制定・2014 年改正 

種子法 
全国人民代表大会常務

委員会 
2000 年制定・2015 年改正 

農業植物新品種権侵害案件処理規定 農業部（取消） 2002 年制定 

植物新品種保護条例実施細則（林業部分） 国家林業局（取消） 1999 年制定・2011 年改正 

植物新品種紛争案件の審理における若干

の問題に関する解釈 
最高人民法院 2000 年制定・2020 年改正 

植物新品種権侵害の紛争案件の審理にお

ける法律の具体的適用問題に関する若干

規定 

最高人民法院 2007 年制定・2020 年改正 

〔商標権関連〕 

商標法 
全国人民代表大会常務

委員会 
1982 年制定・2019 年改正 

商標評審規則 
国家工商行政管理総局

（取消） 
1995 年制定 2014 年改正 

特殊標識管理条例 国務院 1996 年制定 

登録商標権の財産保全に関する解釈 最高人民法院 2001 年制定 

訴訟前の登録商標専用権侵害行為の差止

め及び証拠保全の法律適用問題に関する

解釈 

最高人民法院 2001 年制定 
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商標法実施条例 国務院 2002 年制定・2014 年改正 

商標民事紛争事件審理の法律適用の若干

問題に関する解釈 
最高人民法院 2002 年制定･2020 年改正 

商標事件審理の管轄及び法律適用範囲の

問題に関する解釈 
最高人民法院 2002 年制定・2020 年改正 

オリンピック標識保護条例 国務院 2002 年制定・2018 年改正 

馳名商標の認定と保護規定 
国家工商行政管理総局

（取消） 
2003 年制定・2014 年改正 

商標専用権侵害の違法犯罪取締作業の関

係協力の強化に関する暫定規定 

国家工商行政管理総局

（取消）、公安部 
2006 年制定 

 登録商標、企業名称と先行権利との抵触

に係る民事紛争事件の審理における若干

の問題に関する最高人民法院の規定 

最高人民法院 2008 年制定･2020 年改正 

馳名商標保護に関連する民事紛争案件審

査の法律適用の若干問題に関する解釈 
最高人民法院 2009 年制定･2020 年改正 

馳名商標認定事業細則 
国家工商行政管理総局

（取消） 
2009年制定 

馳名商標保護に関連する民事紛争案件審

査の法律適用の若干問題に関する解釈 
最高人民法院 2009 年制定 

商標の権利付与権利確定に係わる行政案

件の審理における若干問題に関する意見 
最高人民法院 2010 年制定 

商標法改正決定後の商標案件管轄と法律

適用問題の解釈 
最高人民法院 2014 年制定・2020 年改正 

商標の権利付与権利確定に係わる行政案

件の審理における法律適用の若干問題に

関する規定 

最高人民法院 2017 年制定・2020 年改正 

登録商標専用権質権登記手続規定 国家知識産権局 2020 年制定 

商標権利侵害判断基準 国家知識産権局 2020 年制定 
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〔著作権関連〕 

著作権法 
全国人民代表大会常務

委員会 
1990 年制定・2020 年改正 

国際著作権条約の実施に関する規定 国務院 1992 年制定 

作品任意登録試行弁法 国家版権局 1994 年制定 

出版管理行政処罰実施弁法 
ニュース出版総署（変

更） 
1997 年制定 

コンピューターソフトウェア保護条例 国務院 2001 年制定・2013 年改正 

出版管理条例 国務院 2001 年制定・2016 年改正 

映画管理条例 国務院 2001 年制定 

音楽映像製品管理条例 国務院 2001 年制定・2016 年改正 

著作権法実施条例 国務院 2002 年制定・2013 年改正 

インターネット情報サービス管理弁法 国務院 2000 年制定・2011 年改正 

コンピュータードネットワークドメイン

ネームの民事紛争事件の適用法律に関す

る若干問題の解釈 

最高人民法院 2001 年制定・2020 年改正 

著作権民事紛争事件審理の法律適用の若

干問題に関する解釈 
最高人民法院 2002 年制定・2020 年改正 

コンピューターソフトウェア著作権登録

弁法 
国家版権局 2002 年制定 

著作権集団管理条例 国務院 2004 年制定 

インターネット著作権行政保護弁法 国家版権局、情報産業部 2005 年制定 

情報ネットワーク伝播権保護条例 国務院 2006 年制定・2013 年改正 

著作権行政処罰実施弁法 国家版権局 2009 年制定 

著作権質権登記弁法 国家版権局 2010 年制定 

情報ネット伝播権民事紛争事件の審理に

関する法律適用の若干問題の規定 
最高人民法院 2012 年制定・2020 年改正 
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全国人民代表大会常務委員会による「視聴

覚的実演に関する北京条約」の批准に関す

る規定 

全国人民代表大会常務

委員会 
2014 年制定 

〔集積回路配置設計権関連〕 

集積回路配置設計保護条例 国務院 2001 年制定 

集積回路配置設計保護条例実施細則 国家知識産権局 2001 年制定 

集積回路配置設計行政法執行弁法 国家知識産権局 2001 年制定 

集積回路配置設計案件の審理作業の展開

に関する通知 
最高人民法院 2001 年制定 

新時期集積回路産業とソフトウェア産業

の高品質発展の促進に関する若干政策 
国務院 2020 年制定 

〔不正競争関連〕 

不正競争防止法 
全国人民代表大会常務

委員会 
1993 年制定・2019 年改正 

消費者権益保護法 
全国人民代表大会常務

委員会 
1993 年制定・2013 年改正 

製品品質法 
全国人民代表大会常務

委員会 
1993 年制定・2018 年改正 

広告法 
全国人民代表大会常務

委員会 
1994 年制定・2018 年改正 

営業秘密侵害行為の禁止に関する若干規

定 

国家工商行政管理総局

（取消） 
1995 年制定・1998 年改正 

知名商品特有の名称、包装、装飾の模倣の

不正競争行為の禁止に関する若干規定 

国家工商行政管理総局

（取消） 
1995 年制定 

原産地表記管理規定 
国家輸出入検索検疫局

（変更） 
2001 年制定 

輸出入貨物原産地条例 国務院 2004 年制定・2019 年改正 
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地理標識製品保護規定 
国家品質監督検査検疫

総局（取消） 
2005 年制定 

不正競争民事事件の審理の法律適用の若

干問題に関する解釈 
最高人民法院 2007 年制定・2020 改正 

独占禁止法 
全国人民代表大会常務

委員会 
2007 年制定 

「傍名牌」の不正競争行為を打撃する特別

法執行行動の展開に関する通達 

工商行政管理機関（取

消） 
2007 年制定 

市場の支配的地位の濫用行為の禁止につ

いての規定 

工商行政管理機関（取

消） 
2011 年制定 

国外地理標識製品保護弁法 国家知識産権局 2019 年制定 

営業秘密侵害紛争をめぐる民事事件の審

理における法律適用の若干問題に関する

規定 

最高人民法院 2020 年制定 

〔ドメインネ―ム関連〕 

コンピュータネットワークドメインネー

ム民事紛争案件の審理の法律適用の若干

問題に関する解釈 

最高人民法院 2001 年制定 

インターネットドメインネーム管理弁法 工業と情報化部 2017 年制定 

中国インターネット情報センタードメイ

ンネーム紛争解決弁法 

中国インターネット情

報センター 
2014 年制定 

国家頂級ドメインネーム紛争解決弁法 
中国インターネット情

報センター 
2019 年制定 

国家頂級ドメインネーム紛争解決手続規

則 

中国インターネット情

報センター 
2019 年制定 

〔科学技術契約関連〕 

科学技術進歩法 
全国人民代表大会常務

委員会 
1993 年制定・2007 年改正 
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高等学校知的財産権保護管理規定 教育部 1999 年制定 

国家科学技術奨励条例 国務院 1999 年制定・2013 年改正 

技術契約認定登録管理弁法 
科学技術部・財政部・国

家税務総局 
2000 年制定 

衛生知的財産権保護管理規定 衛生部（取消） 2000 年制定 

全国法院知的財産権審判作業会議の技術

契約紛争案件の審理の若干問題に関する

要約 

最高人民法院 2001 年制定 

技術契約認定規則 科学技術部 2001 年制定 

国家科学研究計画プロジェクト研究成果

の知的財産権管理の若干問題の規定に関

する通知 

科学技術部・財政部 2002 年制定 

科学技術普及法 
全国人民代表大会常務

委員会 
2002 年制定 

中小企業促進法 
全国人民代表大会常務

委員会 
2002 年制定・2017 年改正 

技術契約紛争事件審理の法律適用におけ

る若干問題に関する解釈 
最高人民法院 2004 年制定 

〔技術輸出入関連〕 

輸出入商品検査法 
全国人民代表大会常務

委員会 
1989 年制定・2018 年改正 

技術輸出入管理条例 国務院 2001 年制定・2019 年改正 

輸出入貨物原産地条例 国務院 2004 年制定・2019 年改正 

輸出入商品検査法実施条例 国務院 2005 年制定・2019 年改正 

技術輸出入契約登録管理弁法 商務部 2009 年制定 

輸出禁止輸出制限技術管理弁法 商務部・科学技術部 2009 年制定 

〔企業名称関連〕 

企業法人登記管理条例 国務院 1988 年制定・2019 年改正 
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会社登記管理条例 国務院 1994 年制定・2016 年改正 

企業名称登記管理規定 国務院 1991 年制定・2020 年改正 

企業名称登記管理実施弁法 
国家工商行政管理総局

（取消） 
1999 年制定・2004 年改正 

〔税関保護〕 

対外貿易法 
全国人民代表大会常務

委員会 
1994 年制定・2016 年改正 

税関法 
全国人民代表大会常務

委員会 
2000 年制定・2017 年改正 

知的財産権税関保護条例 国務院 2003 年制定・2018 年改正 

税関輸出入貨物申告管理規定 税関総署 2003 年制定・2018 年改正 

税関行政処罰実施条例 国務院 2004 年制定 

知的財産権の法律執行の協力の強化に関

する暫定規定 
公安部・税関総署 2006 年制定 

税関に没収された権利侵害貨物の法によ

る競売に関する公告 
税関総署 2007 年制定 

税関に没収された権利侵害貨物の法によ

る競売に関する公告についての解説 
税関総署 2007 年制定 

中華人民共和国税関行政再審弁法 税関総署 2007 年制定・2014 年改正 

税関行政処罰案件処理手順規定 税関総署 2007 年制定・2014 年改正 

税関輸出入貨物集中申告管理弁法 税関総署 2008 年制定・2018 年改正 

知的財産権税関保護条例に関する実施弁

法 
税関総署 2009 年制定・2018 年改正 

〔行政法〕 

行政処罰法 
全国人民代表大会常務

委員会 
1996 年制定・2021 年改正 

行政法執行機関の犯罪嫌疑案件移送の規

定 
国務院 2001 年制定 
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行政執行中の犯罪嫌疑案件移送に関する

意見 

最高人民検察院、公安

部、監察部等 
2006 年制定 

展示会知的財産権保護弁法 

商務部、国家工商行政管

理総局（取消）、国家版

権局、国家知識産権局 

2006 年制定 

〔知的財産権一般〕 

国家知的財産戦略の徹底実施における若

干問題に関する意見 
最高人民法院 2009 年制定 

専利、商標等の権利付与、権利確定をめぐ

る知的財産行政案件の審理業務分担に関

する規定 

最高人民法院 2009 年制定 

末端人民法院の第一審知的財産権民事案

件管轄標準の発行に関する通知 
最高人民法院 2010 年制定 

地方各級人民法院の第一審知的財産権民

事案件管轄標準の調整に関する通知 
最高人民法院 2010 年制定 

「知的財産権裁判の機能を十分に発揮さ

せ、社会主義文化の大きな発展・繁栄を推

進し経済の自主的協調的発展を促進する

上での若干の問題に関する意見」配布の通

達 

最高人民法院 2011 年制定 

知的財産権紛争行為保全事件の審査にお

ける法律適用の若干の問題に関する規定 
最高人民法院 2018 年制定 

インターネット通販及び輸出入分野にお

ける知的財産権の法執行強化に係る実施

弁法 

 

国家市場监督管理総

局、,公安部、農業農村

部、税関総署、 国家版権

局、 国家知識産権局 

2019 年制定 

知的財産権侵害及び不正競争事件におけ

る損害賠償の認定にかかる指導意見及び
北京市高級人民法院 2020 年制定 
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法定賠償にかかる裁判基準 

全面的に知的財産権への司法保護の強化

に関する意見 

最高人民法院 2020 年制定 

法律適用の統一及び類似事件検索の強化

に関する指導意見（試行） 

最高人民法院 2020 年制定 

電子商取引プラットフォームに関わる知

的財産権民事事件の審理に関する指導意

見 

最高人民法院 2020 年制定 

ネットワークに関わる知的財産権侵害紛

争に関するいくつかの法律適用問題への

回答 

最高人民法院 2020 年制定 

最高人民法院による知的財産権に係る民

事訴訟の証拠に関する若干の規定 

最高人民法院 2020 年制定 

〔一般民商法〕 

民事訴訟における証拠に関する若干の規

定 
最高人民法院 2001 年制定・2019 年改正 

（2004）民三他字第10号書簡の伝達に関

する最高人民法院民事審判第三庭の通達 
最高人民法院 2005 年制定 

民法総則 全国人民代表大会 2017 年制定 

電子商取引法 全国人民代表大会常務

委員会 

2018 年制定 

高級人民法院と中級人民法院管轄の第一

審民事案件標準の調整に関する通知 

最高人民法院 2018 年制定 

民法典 全国人民代表大会 2020 年制定 

〔訴訟法〕 

刑事訴訟法 
全国人民代表大会常務

委員会 
1979 年制定・2018 年改正 

行政訴訟法 全国人民代表大会常務 1989 年制定・2017 年改正 
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委員会 

民事訴訟法 
全国人民代表大会常務

委員会 
1991 年制定・2017 年改正 

仲裁法 
全国人民代表大会常務

委員会 
1994 年制定・2017 年改正 

行政復議法 
全国人民代表大会常務

委員会 
1999 年制定・2017 年改正 

仲裁法の適用の若干の問題に関する解釈 最高人民法院 2006 年制定・2008 年改正 

中華人民共和国民事訴訟法の適用に関す

る解釈 
最高人民法院 2015 年制定・2020 年改正 

〔刑事法〕 

刑法 全国人民代表大会 1979 年制定・2020 年改正 

違法出版物刑事案件審理の具体的法律適

用の若干問題に関する解釈 
最高人民法院 1998 年制定 

知的財産権侵害の刑事案件処理の法律の

具体的応用の若干の問題に関する解釈 

最高人民法院・最高人民

検察院 
2004 年制定 

知的財産権侵害の刑事案件の法律の具体

的応用の若干の問題に関する解釈（二） 

最高人民法院・最高人民

検察院 
2007 年制定 

公安機関の管轄する刑事事件の立件・訴追

基準に関する規定（一） 
最高人民検察院・公安部 2008 年制定 

最高人民検察院、公安部による刑事事件の

立件監督に関する問題についての規定（試

行） 

最高人民検察院・公安部 2010 年制定 

公安機関の管轄する刑事事件の立件・訴追

基準に関する規定（二） 
最高人民検察院・公安部 2010 年制定・2020 年改正 

公安機関の管轄する刑事案件の立件・訴追

基準に関する規定（二）の補充規定 
最高人民検察院・公安部 2011 年制定 

知的財産権侵害刑事事件の処理における

法律適用の若干問題に関する意見 

最高人民法院・最高人民

検察院・公安部 
2011 年制定 
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公安機関の管轄する刑事案件の立件訴追

基準に関する規定（一）の補充規定 
最高人民検察院・公安部 2017 年制定 

知的財産権侵害の刑事案件の法律の具体

的応用の若干の問題に関する解釈（三） 

最高人民法院・最高人民

検察院 
2020 年制定 

〔その他〕 

労働契約法 
全国人民代表大会常務

委員会 
2007 年制定・2012 年改正 

労働紛争調解仲裁法 
全国人民代表大会常務

委員会 
2007 年制定 

独占禁止法 
全国人民代表大会常務

委員会 
2007 年制定 

 


